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論文
イギリスの海事政縦・帝国・不定期船業： 1910-1960年＊
J. フォーブス・マンロー＊＊
要約
本研究は、イギリスの海運業と帝国の歴史がどのような関係にあったかという点を明
らかにするために、定期船業と比較してこれまであまり検討されてこなかった不定期船
業を対象としてとりあげ、イギリス帝国が重要な変化を遂げた20世紀前半に注目して検
討を加えたものである。不定期船業は、中小の海運業者がひしめきあっているために
その実態を解明するのは著しく困難な面がある。本研究では、スコットランドのホガー
ス・グループに焦点をあて、当該時期の不定期船業の動向と政府の政策および英帝国
との関係を究明した。そこで得られた結論は、次のようなものであった。イギリス海運
業全般とは異なり、不定期船業部門は当該時期において衰退した。この衰退は1930年代
にはじまり、その後30年間にわたりほとんど中断なく進行し、その結果、イギリスの国
際収支のマイナス要因となった。不定期船業部門の構造が衰退の一因であった。すなわ
ち、家族所有の小規模企業が数多く存在する産業構造が常態であったために、互いに激
しく競争しあう傾向があり、産業を襲った大きなショックをうまく乗り切るには貧弱す
ぎたからである。衰退の重大な要因は世界経済の変質であった。それは、海運サービス
にとって帝国市場が大きな構成要素をなしていた開放的な体制からイギリス船にほとん
ど利益をもたらさない相対的に閉鎖的な体制へ変化してしまったのである。政府は、こ
うした国際的動向に対してほとんど統制力も発揮できず、長期にわたってイギリス不定
期船業をその影響から守ることなどできなかった。したがって、政府の海運政策は、不
定期船業の困難を助長したのである。
キーワード：帝国；不定期船業；定期船業；海運同盟；ホガース・グループ
経済学文献季報分類番号： 04-10;04-30;04-43;06-22;08-52;09-20 
「不定期船主は、世界のいたるところで操業しているため、自らが直面している困難を見定
め、それに対処するのは並大抵のことではない。また、不定期船主はその業務を遂行するにあ
たって景気変動の影響をとくに受けやすい。」
(Report of the Departmental Committee on the Shipping and Shipbuilding Industries after 
the War, 1918, Cd. 9092, p.54.) 
1. 序文
イギリス近代史の初期にあたる1650年代と1840年代の間に、海運業と帝国の歴史が相互に
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依存しあっていたことについては、ほとんど疑問の余地がない。航海条例（それはイギリス
重商主義経済政策の大黒柱であった）をとりあげても、帝国の目的が、イギリスの海運と通
商を支援するものであったことは明らかである。イギリスとその海外領土との間の交通は、
本国ないし植民地で建造された船に限って許されたからである。その後、 1813年頃から1840
年代にかけて、イギリスは航海条例を含む初期の重商主義規制を撤廃し、帝国経済の貿易を
自由化した。それにともなって、理論的には、帝国と商船隊のパフォーマンスとの関係は終
わりを告げ、船主たちは、彼らの船をどこの国ででも建造でき、また世界市場で競争するこ
とが可能となった。しかしながら、スコットランドの商人で船主でもあったサー・ウィリア
ム・マッキノン (SirWilliam Mackinnon)に関する著書で筆者が明らかにしたように、商
船隊の成長は、帝国および帝国が提供する市場の拡大と同様、変わることなく国家の必要性
と関連を保ち続けていたのである 1)。このことがとくに当てはまったのは、大定期船会社
のために行なわれた国家支援である。すなわち、それはイギリスとその帝国領土（北米、カ
リブ海、南大西洋、西アフリカ、南東アフリカ、インド、東南アジア、そしてオーストラリ
アやニュージーランド）との間で定期船が取り扱う郵便や旅客のサービスに対する国家支援
を指す。また、ある場合には、 BISN(British India Steam Navigation)社のような定期船
会社は、国家によって戦略的に重要な地域の見張り役として利用された。それは、ちょうど
ヨーロッパ列強諸国が鉄道を中東や中国で利権の及ぶ領域の見張り役として使用したのと同
様であった。このように海運と帝国は19世紀のほとんどの時期を通じて相互依存関係を維持
していたのである。
しかし、 20世紀が経過するうちに、イギリスは世界の列強としての地位を失い、また海外
帝国も失い、長期にわたる相対的衰退期に入っていった。それでは20世紀においても、上
に述べたことは当てはまるのであろうか。イギリスの商船隊も国家とその運命をともにした
というのが史実に近い。 1900年に世界の船舶トン数の約半分を占めていた連合王国の商船隊
は、総トン数では増加し続けたとはいえ、成長を続ける海運サービスの世界市場に占める
シェアを失い、 1960年代には世界のトン数のほぼ15%に低下した。その後1970~80年代にな
ると、イギリス海運業は踏みとどまることなく衰退し、世界の船舶トン数全体に占める割合
も急激に低下して、 1990年代半ばには憔界全体の 1%未満となった 2)。このような長期にわ
たる低落（最初は相対的な、次いで絶対的な低落）過程において、国家の政策は海運業に対
してどのような役割を果たしたのであろうか。歴代のイギリス政府は海運業への首尾一貫し
た政策的枠組みをもち、それを展開したのであろうか。もしそうだとすれば、なぜこれほど
不成功に終わったのであろうか。また、帝国との結びつきの変化は海運業の命運と関係が
あったのだろうか。かりにそうだとしたら、それはどのように変化したのであろうか。
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こうした問題、すなわちイギリスの商船隊とそのパフォーマンスに対する（市場とは異
なった）政治的影響力との関係に関連する問題に答えるにあたって、商船隊内部の構造的相
違を考慮することは意味があるだろう。 1910年には、海運業は定期船業と不定期船業に分か
れていた。 1960年になると、石油の国際取引の発展にともなって第3のタンカ一部門がこれ
に加わった。これら 3分野の海運業者は、異なる種類の市場、異なった組織と制度の下で操
業しており、別々の分析が必要である。
したがって、本稿でまず不定期船業に焦点を合わせる理由の一部は、定期船業については
比較的よく知られているからである。 1910年から70年にかけて、定期船業に起こった出来
事の概略は、数多くの定期船会社に関する既存の著作によって知ることができる。定期船会
社は、特定の航路や輸送業務に関して、海運同盟、すなわち一種のカルテルを組織すること
による水平統合を通じて、市場の不安定性や外国との競争に対処してきた。また、さまざま
な海運同盟内でのシェア拡大のために、 M&A(merger and acquisition)戦略も攻撃的企業
によって行使された。定期船会社は、徐々に外国企業を海運同盟に取り込むことによって、
さらには、関係する海運同盟の範囲を帝国内取引に厳しく限定するよりもむしろ世界の諸地
域間の海運業へと拡大することによって外国との競争に対処した。大英帝国の多様な地域
が、自治領、すなわち英連邦内の独立国として自治権を獲得すると、定期船会社は、それら
の政府と海運業の規制について協定を結んだ。 1912年以降、ユニオン・キャッスル社 (the
Union Castle Company)が南アフリカ政府との間で結んだ遠洋運賃協定はその一例であ
る3)。定期船会社は、また、新興の連邦諸国の新定期船会社に海運同盟への加盟を働きか
けた。したがって、 1960年代頃から起こったイギリス定期船会社の衰退は、大英帝国それ自
体よりもむしろ輸送技術の変化、すなわち郵便、旅客および一部の貨物輸送が海上輸送から
航空輸送ヘシフトしたこと、さらにはイギリス経済の脱工業化の開始によっていっそう適切
に説明されるように思われる。
これに対して不定期船業は定期船業と非常に異なっていた。定期船が郵便、旅客および完
成品を輸送したのに対して、不定期船は全く未加工であまり魅力的ともいえない貨物を輸
送した。それらは原料や一次産品をバラ積み輸送した。たとえば、石炭やあらゆる種類の鉱
石、木材、銑鉄とレール、綿花や羊毛、ジュートなどの繊維原料、砂糖、小麦、米およびト
ウモロコシのような食糧用穀物、そしてオイルシードなどである。このことは、世界の発展
途上国が、相互に輸出したり、工業国へ輸出したほとんどの貨物は不定期船によって輸送さ
れていたことを意味する。 1910年についてみると、不定期船業部門はイギリス商船隊全体の
約60%を占めていた。不定期船は、また（自国の貿易を含まない）多くの第三国間貿易に関
与し、そうした海運サービスによって外貨を獲得していた。これらの海運収入は、金融サー
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ビスのもたらす収入と並んでイギリスの国際収支にきわめて重要な役割を演じていた。しか
し、不定期船業は、その重要性にもかかわらず、ほとんど学問上の関心をひかなかった。こ
の一因は、不定期船業が他と比べてほとんど完全競争に近い産業構造になっていたことによ
る。定期船業が少数の大会社から成り立っていたのと対照的に、不定期船業の場合、何百と
いう中小海運企業がひしめきあっていたために、海事経営史家がそれらの企業動向を探るの
は容易なことではない。英帝国史家にとっても定期船会社ほど魅力的とはいえなかったの
は、一見したところ、不定期船会社が帝国と特別な関係を有していたわけではなかったから
である。また、不定期船会社の場合には、政府と定期船会社との間で行われた郵便契約をめ
ぐる交渉や議論、政府の旅客や貨物郵便の契約、そして海運同盟の影響といったものは見ら
れなかったからである。定期船とは違って、不定期船は開放的な国際海運サービス市場で操
業しており、船舶ブローカーなどのネットワーク（その多くはロンドンのボールティック海
運取引所に集中していた）からの電信や無線で召集されることによって、貨物を求めて世界
中の海をかけめぐった。不定期船は帝国経済よりもむしろグローバル経済に役立っており、
定期船会社ほど帝国内の政治や国家の経済政策の変化に影響されなかったのである。
表1 ホガース・グループの蒸気船船隊規模の変遷 (1910~60年）
Hogarth Shipping Co. Kelvin Shipping Co. Iberia Shipping Co. グループ全体
船舶数 トン数 船舶数 トン数 船舶数 トン数 船舶数 トン数
1910年 8 31,670 4 6,784 ゜ ゜12 38,454 1920年 10 47,112 5 10,716 ゜ ゜15 57,828 1930年 17 74,459 16 47,241 2 6,465 35 128,165 
1940年 24 99,942 13 45,860 2 6,465 39 147,267 
1950年 17 77,754 7 28,329 2 6,711 26 112,794 
1960年 1 64,061 ， 50,959 ゜ ゜20 115,020 〔出所〕 Lloyd's Register of Shipping各年度より作成。
しかし、実際にはそのとおりであったのだろうか。折しも筆者は、本稿とは別の目的の
ために、グラスゴーを拠点とする一連の不定期船会社の歴史を検討してきた。その結果、
国家の政策や帝国の終焉が、その歴史に何らかの役割を演じたことを発見した。これは筆
者が不定期船業部門に焦点を合わせる第2の理由であり、可能であれば特定の事例を用い
てより大きな問題を検討したい。たとえば、ホガース・グループ (TheHogarth Group) 
はグラスゴーを基盤とし、国際不定期船業に専門化する海運会社である 4)。このグループ
は20世紀初期に大いに繁栄し、その船隊は1940年に39隻 (147,267トン）となり、ピークに
達した（表 1参照）。しかし、その後わずか20年のうちに、同グループは明らかに衰退し
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た。 1960年には、なお連合王国で最大の不定期船業者の一つであったものの、その船隊は
20隻 (115,020トン）に減少した。そして1968年には、同グループは危機に陥り、融資と経
営にかかわってきた関係者はクライドサイドで残っていた別の不定期船会社であったライ
ル海運会社 (LyleShipping Co. Ltd.) と合併し、スコティッシュ・シップ・マネジメント社
(Scottish Ship Management Ltd.) を設立した。表lの右端の欄から明らかなように、筆者
の知る限りこの会社の経歴は不定期船業全体の盛衰を示す典型であった。すなわち、不定期
船業部門の衰退は定期船やタンカーの衰退よりも早く始まった。定期船トン数が安定的でタ
ンカートン数が増加した結果、商船隊全体は1960年代まで拡大した。ところが、このために
イギリスのバラ積み貨物の輸送が、それよりも早く困難に陥っていた事実が隠されてしまっ
た。その衰退は早くも1930年代までさかのぽることができたが、衰退のプロセスは1940年以
降に加速化したのである。
2. 1910~1929年の不定期船業
1930年以降にイギリス不定期船業に生じた衰退を説明するには、それよりもさらに20年前
にさかのぼって考えてみる必要がある。
1910年の段階では、イギリスの商船隊はなお世界最強で、しかも最も成功していた。その
ためイギリス政府は海運業への介入をできる限り差し控えた。政府の政策は、安全と衛生を
根拠に産業を規制するものであったが、その他は市場の動きにまかせていた。そうした政策
に対しては、南アフリカやオーストラリアの商人や荷主は不満をもち、異議を唱えた。彼ら
は、イギリスの定期船会社の主導によって設立された海運同盟が公益に反するものであり、
自由市場経済に挑戦するものであり、しかも輸送される商品の直接的顧客および最終消費者
の負担を増加させるものであると主張した。ほとんどの定期船会社の同盟が実施している運
賃割戻制度がとくに槍玉にあげられた。ところが、かれらの不満は、 1909年における海運同
盟に関する王立委員会によって退けられたのである。同委員会による定期船同盟に対する弁
護論には、その後の定期船業に対する政府の方針が示唆されていた 5)。
ところが、以上述べたことは、不定期船主にはほとんど無縁であった。というのは、不定
期船主たちは、市場に影響を及ぼすよりもそれを利用する立場をとったからである。とは言
え、このことは彼らが定期船会社ほど帝国市場には関心を示さなかったことを意味しない。
ホガース・グループを検討すれば、この点がわかる。表2に示されているように、 1910年に
おける同社の事業は、 2つの地域に集中していた。第 1はスペインと地中海（その中には黄
銅鉱、硝酸塩、そして燐酸肥料などの往航貨物が含まれる）であり、第2は英領インドで
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表2 ホガース・グループ船の航海、 1910-39年（使用された船腹量に占める割合％）
地域 1910年 1920年 1930年 1939年
北ヨーロッパ ゜ 1 2.5 ゜イベリア半島 25 37 3 1 
地中海 23 31.5 35.5 76.5 
地中海 (MRVs) ゜ ゜ 17 10 カナダ東部 ゜ 2 1.5 0.5 合衆国東部 1 6.5 45 ゜メキシコ湾 (MRVs) 1 ゜ ゜ ゜ラプラタ 3 1 2 ゜南アジア 1 11 ゜ ゜南アジア (MRVs) 42 10 32 4 
東南アジア (MRVs) 4 ゜ ゜ ゜南アフリカ ゜ ゜ 1 ゜カリブ海 ゜ ゜ 2 5 紅海 ゜ ゜ ゜ ゜（注） MRVs (multiple route voyages) とは、ある海域内での複数の港をめぐる海運業を意味する。〔出所〕 Crew Agreements (Memorial University, Newfoundland) より作成。
あった。ホガース・ グループは連合王国とインドの間の直航貿易にも、またインド亜大陸と
東南アジア、オーストラリアおよび南アフリカとを結びつけるインド洋周航の海運業にも従
事していた。このようなアジア海運とのつながりの結果、同社のトン数のうち約45%にイン
ド人船員が乗り組んでおり、 25%はシンガポールや香港といった港で補充された中国人船員
であった。実際、ホガース・グループの成長は2つの要因ーイギリスの石炭とアジア人船員
ーによって説明される。石炭輸出は、国際不定期船業に従事するために母国の港から出航す
るイギリス船にとって極めて重要であった。なぜなら石炭は、イギリス船が母国の港から出
航する際の最初の貨物になったし、バラスト用としても使用され、燃料費も節約されたから
である。石炭は、不定期船によってイギリスにもたらされる輸入品と等しい量でイギリスか
ら輸出された事実上唯一の一次産品であったために、連合王国を起点とする不定期船業を営
むための決定的に重要な基盤をなしていた。しかし、ホガース・グループのように安価で効
率的なアジア人船員を雇用していた企業は、不定期船の用船市場で他と比べてさらに有利な
立場にあった。乗組員は彼らの出身港で解雇されるべきであると規定した毎年更新されるラ
スカー協定によれば、船舶が1年のある時期にインドを訪れなければならないことを意味し
ていたが、インド人乗組員がインド洋以外で雇用される場合には、そういった規制は適用さ
れなかった。したがって、ホガース社は、ほとんど毎年、地中海貿易や大西洋横断の夏期航
海にインド人船員が乗り組む船舶を使用していたのである。
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以上のように、不定期船隊の少なくとも一部分は、世界各地における大英帝国のプレゼン
スの成果として理解される貿易に関わっており、その慣行を利用していたのである。
ところで、第一次世界大戦中、商船隊は徐々に政府の統制下に入り、主として北大西洋や
ヨーロッパ海域において、戦争支援を行う輸送業務に使用された。それより遠方の海域で活
躍するイギリス船は著しく少なくなっていった。敵船の攻撃による損失は、船の取替え難と
あいまって、戦後、ほとんどのイギリスの海運企業では船隊が縮小し、老朽化したことを意
味していた。たとえば、グループで最大のホガース海運会社では、船隊は13隻から 9隻に縮
小し、平均船齢は7.3年から10.5年に増加していた。さらに重大であったのは、 1919年には、
同社が5年間にわたり「平時に行われていた」業務を失ったばかりか、戦前にビジネスを
行っていたインドやインド洋海域の代理人との定期的な電信連絡網が絶たれてしまったこと
である。こうした業務上の連携は、船隊の更新とともに、事業の再建に不可欠であった。他
方で、同社は、戦争が始まった最初の 2年間に得られた高利潤によって生まれた資金を蓄え
ていた。その結果、ホガース・グループの経営者は、インド洋や地中海の海運市場におい
て、戦時中にその基盤を失ったことを認識していたが、資金力が強化されたために、戦前の
地位を取り戻すことができるという希望をもっていた。
戦争がクライマックスに達するずっと以前の1916年に、商務省は委員会を設置し、戦後の
イギリス海運業と造船業のあるべき姿を描き、政策の変更を提案しようとした。この委員会
の最終報告書 (1918年3月）の結論は以下のとおりであった。すなわち、イギリス海運業が
南アメリカや東アジアで失った市場は再建しなければならず、アメリカや日本その他の国々
との競争は、戦後加速するであろう。とりわけ日本の競争力の増大は「イギリス政府によっ
て注意深く監視すべきである 6)」というものであった。しかし、同委員会は、外国海運業
との競争が高まる中で、政府がどのように商船隊を支援すべきかについて、何の提案も行わ
なかった。また、この報告書では、不定期船業の将来については悲観的な見通しとともに不
定期船主がその船隊を定期船会社に売り払うという戦時中の慣行が続くであろうという見解
が示された。同報告書は、不定期船業が定期船会社のすぐれた組織力に屈服するであろう、
したがって、 ドイツの大定期船会社に見られるような業者間の緊密な協調に倣うのが望まし
いとの考え方が示された。ただし、同委員会は、過去の航海条例を見習ってイギリス海運業
を優遇する政策へ復婦することを拒否した。というのは、そうした政策は、結果的に外国に
よる報復行動を引き起こすだけだからである。いずれにせよ、 「自然な貿易の流れを妨げ、
世界の海運国家間の際限のない争いをひきおこすような方向へ進んでいくのは嘆かわしいこ
とであり、それゆえ、海上の自由、すべての港湾であらゆる船籍の船舶の取り扱いを平等と
することは、わが国の戦後政策の基本原理とすべきであろう 7)」という意向が表明された
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のである。同委員会は、外国の報復という脅威なしにイギリスの沿岸海運や帝国内海運業を
維持しておくことは可能である（というのは、他の多くの国々もそうした政策を実行してい
るので）との認識を示したが、イギリス海運業が沿岸輸送のわずか 1%、帝国内貿易のわず
か10%しか輸送できなくなるとは、同委員会の考えもしなかったことである。 （おそらく、
1918年の段階では、これらの海運市場におけるイギリスの「自然的な独占」が時の経過とと
もに維持できなくなることなど予想もつかないことであった。）
「自由市場の動向にまかせ、定期船会社間の合併運動をそのままに放置すべし」というの
が、同委員会の政府に対する提言の要旨であった。全体的には、こうした見方は1920年代、
さらには1930年代においても、イギリスの海運政策の基本原理であり続けた。統制解除の時
期になっても続いた政府の唯一の顕著な政策上の革新は、帝国海運委員会の設置であった。
同委員会は、海運業に関する帝国内の争議を調停し、帝国内の海上交通、とりわけ港湾施設
を改善する方法を検討するために1918年に設置された 8)。実際、この委員会は1920年代に
多くの仕事を行った。すなわち、定期船会社の同盟と荷主との争議を解決し、それによって
自治領政府と同盟側の調停の手助けを行った。しかしながら、諸植民地領土における港湾改
善勧告は、不定期船には何らかの支えになったとしても、せいぜい間接的な効果をもたらし
たにすぎなかった。定期船会社は1920年代にみられた帝国の新構想、具体的にはイギリス本
国から新設自治領への新たな移民補助計画の重点化から利益を得ていた。
それと対照的に、 1920年代は、不定期船業界に対する政府の支援や奨励策がほとんど行な
われなかった時代である。この時期は、また、不定期船主にとって苦難の時であったが、そ
れは次のような事情による。すなわち、以前の時期に比べて世界貿易の成長率が低下したこ
と、イギリスの石炭輸出が戦前の水準を回復できなかったこと、そして戦時中の利潤の再投
資の結果、多くの新造船が用船市場に流れこみ、 1920年から1926年ごろまで運賃率が相対的
に下落したことであった。そのような状況にもかかわらず、ホガース・グループは1920年代
には、歴史上の他のどの時期よりも急速に拡大した。同杜は、スペイン南郭からイギリス諸
港への黄銅鉱の輸送契約を勝ち取り、 （表2にみられるように）インドやインド洋の海運に
おいて戦前の水準を次第に回復し、それに加えて、 1928年にはキューバからイギリス向けの
粗糖輸送契約のうちの大きなシェアを獲得した。同グループは、これを足場にして 6隻の新
造貨物船を注文した。このように、良好な経営を維持し、商業的に競争力のある不定期船会
社は決して定期船会社の同盟にも屈服しなかったし、政府の援助もあてにしなかったのであ
る。
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3. 1930年代のイギリス不定期船業
この当時、世界経済は崩壊し、前代未聞の不況に陥った。 1929年から1933年の間に、世界
の貿易量は約25%減少し、他方、それ以前の投資決定により世界の船腹量は38%増加した。
その結果、運賃率は急転直下のごとく低下し、港に係留された船腹量は著しく増加した。不
況がイギリス商船隊のうちの定期船業部門に顕著な影響を与えたことは確かである。たとえ
ば、ロイヤル・メール・グループは壊滅の危機に直面したために、イングランド銀行や大蔵
省は、同社を破産から救済することを余儀なくされた 9)。他方、救済の矛先が不定期船主
にも向けられたかどうかは議論の余地がある。不定期船業は、定期船会社に与えられていた
ような海運同盟による保護を欠いており、 1929年から33年にかけて約28%の運賃率低下に直
面した。 1930年から33年の間にイギリス船籍の不定期船の数は、 933隻から881隻に減少し、
係船数は、不定期船トン数全体の 9%に相当する83隻に達した。
船主も国家も押し寄せる不況や経済的ナショナリズムの波への対策が遅れた。当初、不況
は単に循環的なものであり、もっぱら自国の海運業保護を急ぐ他の国々がそうした政策をや
めれば、すべてはうまくいくであろうと考えられていた。したがって、 1932年にオタワで締
結された帝国貿易協定に海運業をリンクする考えはなかった。新たな帝国特恵制度は、帝国
内貿易やその貿易に従事する海運業者に多少の刺激を与えたが、帝国内の海運業をイギリス
および自治領の船舶のために留保する交渉の機会は失われてしまった。海運会議所の不定期
船委員会（その委員会はそうした政策を支持していた）は、オタワ会議の 1年後に設置され
たが、その勧告を実行するには遅すぎた。その代わりとして、イギリス政府は、不定期船業
への一時的な助成金制度へ向けて動き出した。その意図は不況による資金難を緩和し、不定
期船業と並んで苦境にあった造船業者への注文再開を促進することにあった。 1935年にはイ
ギリス海運（助成）法によって 3つの委員会が設置された。
第1は不定期船業助成委員会である。本委員会は、 1935年から36年に補助を受ける資格の
ある不定期船主に200万ポンドの補助金を支給した。
第2は不定期船業管理委員会で、これは本質的には船主の団体であった。本委員会では、
ラプラタ、セントローレンス、およびオーストラリアからの本国向け穀物や、東カナダ、合
衆国北部、およびポーランドのバルト海諸港などに向けた石炭の「統制貿易」が生まれた。
また、第三国、とりわけラプラタ貿易に従事するギリシア船主と協調の下で、当該貿易にお
ける最低運賃率が設定され、同時にこの貿易への参入は、補助の不払いの恐れが生じれば、
規制された10) 0 
第3は船舶取替え委員会である。本委員会は、スクラップ＆ビルド計画を監督した。この
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計画の下で、老朽船2トンをスクラップする代わりに新造船lトンを建造する用意のある船
主、ないしはスクラップ船 lトンにつき lトンの近代化を行う船主に資金援助が与えられ
た。
これら一連の施策は、不定期船業に対する国家政策の根本的な転換を表していた。残念な
がら、この点については未だ系統だった検討や学問的評価が行なわれていないので、どの船
主がそれらの計画を利用し、それによっていかなる成果をあげたのかは不明である。実際の
ところ、それらの成果が当時の国家の政策に起因したのかどうかも明らかではない。すなわ
ち、 「イギリス不定期船業を破滅の脅威から救済」したのは、純粋に上に述べた政策のおか
げであったのか、あるいはただ単に1935年以降に生じた世界貿易の回復によるものであった
のかどうかは不明のままである11)。
1930年代のホガース・グループのパフォーマンスは、この問題に対してわずかの解明を与
えるにすぎない。同社は、 「統制貿易」の外部で操業していたために、不定期船会杜間の大
いなる協調に向かう実験段階になんらの役割も演じなかった。それどころか、同杜の船は相
変わらずインド洋、地中海、そしてカリブ海を行き来する貨物を求めて競争し続けていた。
同社の貨物源はインドからスペインおよび北アフリカヘ幾分シフトしたものの、なお乗組員
の大半はインドの船乗りたちのコミュニティ出身であった。同グループは海運助成委員会か
ら1935年に76,003ポンド、 1936年には76,188ポンドの補助金を支給された。その額は、供与
総額200万ポンドのうちの約4%に相当した。同グループは、その規模を反映して補助金受
給者のうちの上位 4~5 位にランクされていた12) 。その金額は決して多額とは言えなかっ
たにせよ、それによって、もしその補助金がなかったならば購入できなかったかもしれない
1~2 隻の新造船に投資できたようである。ホガース・グループの歴史全体を通じて、経営
者たちは競争力を維持する方策としての船隊更新の重要性を強調してきた。高率の減価償却
や新船腹への不断の再投資を通じて船隊を近代的で効率的なものに保つことができたのであ
り、船舶や貨物の取り扱い技術の新しいわずかな変化のメリットさえも利用することができ
たのである。ホガースの船は最新技術を採用しており、ブローカーからはプレミアム付の運
賃率を、また海上保険業者からは気前のいい割引率を得ることができたのである。しかし、
国家の補助金にもかかわらず、 1930年代初期から中期にかけて利益が低水準に止まったため
に、同社の船舶更新投資はスローダウンし、その結果、 10年間にわたり平均船齢はやや増加
した。第二次世界大戦前夜、同グループはなお活力のあるダイナミックな組織ではあったも
のの、多少のかげりを見せ始めたのである。
イギリス海運（助成）法は一時的な救済措置として意図されたものであり、 1937年に補助
金の支給は打ち切られた。しかし、 1939年7月になお続く外国の海運業助成政策の脅威への
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対抗策として、政府はいっそう大規模かつ広範な補助計画を実施する意思を表明した。 1935
年体制には、不定期船業の大編成の見通しを示す顕著な特徴が見られた。とくに特定航路に
特定貨物の貿易を規制する上で不定期船主間の協調をすすめるために政府の補助金が使われ
る道が拓かれた。当時 2~3 年間に生じたことは、定期船業者の間で通常見られた海運同盟
の形成に類似していた。もし1939年計画が順調に進展していたならば、イギリス不定期船業
は全く新たな立場に置かれていたかもしれない。しかし、第二次世界大戦のために議論は中
断され、提案は却下された。このようにして、従来とは異なった政策的枠組みが展開される
第2の機会は失われたのである。
1930年代は、不定期船業部門の長期的壊滅にとって決定的な時期であった。不定期船業部
門が深刻な危機に曝されていた時に、国家がこの部門に介入する機会が少なくとも 2匝は
あった。国家は、航海条例がかつて実施していたように、帝国内貿易を大英帝国の海運業者
に留保することによって、ある程度の市場保護を提供することが可能であった。あるいは、
国家は、やっかいで脆弱なサービス産業に安定性をもたらすように、産業の再組織化を行う
ことも可能であった。結局、そのどちらの政策も実施されなかった。そうした機会の喪失
は、第二次憔界大戦中と戦後の時期に国家が不定期船業を扱ったやり方と比較すると際立っ
た対照をなしていたのである。
4. 1939-70年のイギリス不定期船業
第二次世界大戦は第一次世界大戦に比べると、イギリス商船隊に対してはるかに大きな打
撃を与えた。 1940年早々から、全ての遠洋船は、わずかな利潤しか得られない傭船レートで
政府に徴用されることとなった。敵船の攻撃による船舶の喪失は、 1914-18年よりもはるか
に多く、その結果、イギリスの商船隊は30%(1939年の1,780万トンから1945年には1,260万
トンに）減少した。不定期船主の打撃はとくに大きく、その船舶喪失は定期船主やタンカー
船主の場合より 1/3多かった。ホガース海運会社の戦争による損失は、時には極めて悲し
むべき状況にあったものの、結果的に8隻と比較的軽微で、それは船舶数全体の35%、総ト
ン数の30%に相当した。 （同社の船隊は戦争開始当初、 23隻、 162,794トンであったが、 1945
年には15隻、 113,131トンになっていた。）しかし、これよりも深刻な問題は、残存船舶の
平均船齢が9年9ヶ月から16年9ヶ月に増加したことであった。同グループの従来の造船政
策では、船舶は通常10~12年で取り替えられていた。 1930年代の緩慢な取替え率と戦時中に
まった＜更新が行われなかったことが重なり、 1945年に同社は老朽化し使い古された船隊の
所有者になっていた。戦後には、アメリカや中立国の海運業者に奪われた市場への再接近と
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いう営業上の対策に加えて、大規模な技術革新が必要とされたのである。
商務省の部門委員会が戦後の国際海運情勢と然るべき政策的枠組みについて何らかの評価
を試みた第一次世界大戦後とは対照的に、第二次世界大戦後、政府は、戦後の海運業のニー
ズや政策的枠組みについて検討する努力を何も行わなかったように思われる。イギリス海運
業は、できるだけ早急に統制を解除すべきであるという考え以外、将来に対する政府の青写
真は何もなく、戦後を迎えることとなった。 1930年代に考えられていた将来の政策上の選択
（すなわち、帝国内貿易の維持ないし補助金による業界再編）さえ、 ドイツや日本といった
戦前の競争相手がいなくなったために、戦後のイギリス海運業の行方は安泰であろうという
明さまな想定のもとで、忘れられてしまった。
不定期船主には、激減した船隊や失われた貿易を再建するためにどのような困難に直面し
ようとも、また特別な政府補助の恩恵がなくても困難を克服することが期待された。しか
し、不定期船業に期待されたような回復は実現しなかった。 1945年にすでに低水準にあった
イギリス不定期船の船腹量は、 1956年まで減少し続けた13)。イギリス本国や世界の貿易の
顕著な回復期において、イギリスの不定期船会社は行き詰っていた。 1950年代初頭までは、
一般的に上昇傾向にあった運賃を背景に、たしかに利潤をあげていたものの、ほとんどの企
業は船隊を更新するために投資することができず、その結果、バルクドライ・カーゴの本国
および世界貿易に占めるシェアの多くは外国船に奪われてしまった。ホガース海運会社の事
例は、なぜこのようなことになったのかを知る手がかりを提供するであろう。
ホガース社は、他のイギリス不定期船主と同様、貿易の拡大が高運賃率と船舶の追加投資
をもたらし、ひいては船価の上昇とそれに続く運賃の低下、さらには新船舶への投資の減少
と造船価格の下落を引き起こすといった、単純なサイクルの中で操業するのに慣れていた。
このサイクルは、第一次恨界大戦や1930年代初期の大恐慌といった出来事によって中断され
たり、ゆがめられたりしたものの、 19世紀後期から20世紀にかけて支配的であった。しか
し、第二次世界大戦後、そうしたサイクルがもはや作用しなくなったのは、イギリスの造船
費が旧来の市場要因の影響を受けなくなったからである。ホガース社は、 1945年から46年に
かけて船隊を再建しようとした時、造船価格が戦前水準の 3倍近くに達しているという状況
に直面した。その結果、戦時の喪失船に対する政府の補償金（それは従来の歴史的造船費に
基づいて計算されていた）では、再建計画の資金としては不十分であった。ホガース社は、
他の不定期船主と同様、第一次恨界大戦後に生じたような造船価格の低下を待つことに決め
た。ところが、そうした低下は起こらなかった。世界の他の国々で造船能力が壊滅したため
に、イギリスの造船所への注文が殺到した。建造価格は法外に設定され、船舶の引渡し期日
も長引いたり、不確実になっていった。 1955年の造船価格は、 1946年の2倍、 1937年の6倍
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に高騰した14)。造船価格が上昇したために、ホガース・グループには船隊を戦前の水準に
戻すには莫大な借入金が必要となった。すなわち、 1949年の段階で復興計画を実行するため
に、ホガース海運には550万ポンド（資本ベースで100万ポンド）が必要であると推定され
た。融資を受ける代わりに、同社はずっと新造船の注文を差し控え、戦時中に建造された中
古船を購入したり、戦争中使用されていた船舶を修理することで間に合わせた。造船価格が
もはや戦前水準にもどることはありえないことが明らかになって初めて、同グループは新事
態に立ち向かい、借入金によって新造船を購入した。その最初の船は1954年4月に就航し
た。
ホガース・グループや他の不定期船主および海運会議所がこの時期に政府に期待していた
のは、 （戦時中失われた船舶への保障である）船隊取替え勘定が不十分であるとの認識を
もってもらうことであった。政府は不定期船主の請願にほとんど無頓着であった。 1954~,55
年の予算では、国内産業への投資補助に関する一般規定に準拠して多少の助成金が拠出され
た15)。この投資補助により 1930年代後期以降はじめて不定期船隊の回復はみられたが、こ
のようなタイミングを逃した回復によってはイギリスの不定期船業は戦前の水準に復帰しな
かった。正確な数値を得るのは困難であるが、不定期船は1939年の720万重量トンから1962
年には620万重量トンに減少していた。この統計の出所である 1969~70年のロッチデール委
員会は、この減少の責任を断固船主側に負わせ、次のように述べた。
「第二次世界大戦終了後から数年前までの間にイギリス産業の不定期船業部門の歴史は嘆
かわしいものである。一般的に、連合王国の不定期船主は、戦後の短期的ブームの後に続
いて生じたかなり有利な状況を予見することができず、その結果、彼らは船隊を維持するの
に十分なほど新造船に投資せず、全く事業から手を引いてしまったものもいた。終戦時から
1956年までの時期に、連合王国の所有した不定期船トン数は減少したが、この時期には一貰
して平均的に運賃率は高く相当な高利潤をあげていた。これと対照的に、世界の不定期船卜
ン数は約50%増加した16)。」
同委員会が正しく認識できなかったのは、政府による船隊取替え勘定が船主たちに課して
いた拘束であった。大蔵省の無頓着さと船主の保守性が重なり合って、 1950年代半ばまで新
造不定期船への再投資は遅れ、気がつくとすでに時機を失っていた。この頃には、イギリス
企業は外国の競争相手にシェアを奪われたばかりでなく、不定期船業の国際市場は彼らの周
辺で劇的に変化していたのである。
ホガース・グループにとって最も著しい変化は、南アジアにおける帝国支配の崩壊であっ
た。第一次世界大戦後の時期とは対照的に、同社は、 1945年以降、インド諸港に出入りす
る海運業務において以前ほどの水準を回復できなかった。それにかわって、独立後のインド
E,5 
184 関西大学『経済論集』第57巻第3号 (2007年12月）
は、自国の海事産業を建設するために、船籍差別待遇政策、沿岸交易の確保、および他の手
段を利用して同国の港からイギリス所有船を排除した。こうした政策が徹底して行われる
と、イギリスの国際不定期船業では、もはやラスカル協定に基づく船員を雇用する理由はな
くなった。 1960年には、ホガース・グループ船の乗組員はイギリス人船員ばかりになってお
り、グループの不定期船は、それらに開かれたごくわずかな最後のコモンウエルス市場の一
つで利用されることになった。それは、南部アフリカ産の鉱物輸出であった。その他の新コ
モンウエルス諸国は、インドの例に倣い、独立国としての地位を象徴するものとして自国の
海運業に投資した。 1969年にロッチデール委員会がコメントしているように、 「これらの変
化（すなわち帝国や自治領の政治的変化）の効果がイギリス海運業の衰退の一因として、十
分認識されていたかどうか疑わしい17)。」
不定期船業にとって帝国市場の消滅は、直接的には少数派（おそらくは船主全体の約
30%)に影響を与えたに過ぎなかったが、より広い意味において、これらの変化はアメリカ
の支配下で生じた世界経済再編の一部であった。イギリスを中心とする世界経済の一環とし
てロンドンから以前には操業していたギリシア、ノルウェー、その他のヨーロッパの船主
は、第二次世界大戦中に生じた覇権の変化に速やかに反応し、彼らの操業の中心をロンドン
からニューヨークヘと移動させた。彼らはまた、第二次世界大戦後、アメリカ合衆国で購入
できるようになった廉価な中古船を利用した。イギリス船主は、本国政府との関係を損なう
ことに気をとられ、世界がどれほど大ぎく変化したかを認識できず、そうした変化にうまく
対応することができなかった。
その他には、以下に見るような少なくとも 4つの変化が1945年以降のイギリス不定期船業
の回復を妨げていた。
(1)イギリス産の石炭輸出の事実上の消滅 (1939年の36,917トンから1960年の5,143トンに
減少）。海運業ばかりでなく世界経済全体にわたるエネルギー源として、合衆国の生
産、配給、精池会社の支配下におかれた石油が石炭に取って代わった。
(2) 1954年の合衆国貨物優先法によって促進された船籍差別待遇の拡大。同法は表向きに
は合衆国の「外国援助」貨物に適用されるように意図されていたが、事実上はより広
範囲にわたる合衆国のドライカーゴー輸出を網羅していた。こうしだ慣行は速やかに
インドを含む他の国々にも模倣された。
(3)近海航行権（カボタージュ） （沿岸海運の自国船指定）の拡大。合衆国は長期にわ
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たってこの慣行の主要な実施国であった。アメリカ国籍の船はイギリス本国や大英帝
国の海域のいたるところで貿易を認められたが、イギリスの貨物船は、たとえばボス
トンで貨物を積んで、ニューオーリンズヘ届けることができなかった。 1945年以前に
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は、そうした市場からの排除はいらだたしいものであったが、 1945年以降、合衆国経
済の支配力が大きくなると、他の市場を見出すのが困難になり、それは大きな障壁に
なっていった。同様に重要なことは、合衆国は他の国、とりわけ新興独立国を指導し
て、自国海運業の利益促進策として近海航行権（カボタージュ）の採用を奨励したこ
とである。
(4)便宜置籍船の増加。アメリカやギリシアの船主は、パナマやリベリアの国籍に登録換
えを行うことにより、税金や乗組員の費用（合衆国船主の場合）をかなり節約でき
た。このような費用の節約によって船主は、当時なお開放的であった国際市場におい
てイギリスの不定期船と有利に競争することができた。
要するに、 1950年代にみられた合衆国主導下の世界経済は、イギリス（およびその他ヨー
ロッパ諸国）の船主たちが1940年以前に慣れ親しんでいたイギリスの主導下で開放的な自由
貿易の世界経済とはかけはなれたものであった。
第二次世界大戦後の時期の顕著な特徴は、不定期船業の命運に対して政府は関心を明らか
に持たなかったことであった。 1945~60年に、イギリス政府は、引き続き国際海運業にお
ける市場開放（不成功に終わったが）を主張し続けたものの、イギリス本国の海運業の状況
についてまったく調査を実施しなかったし、海運業に対するレッセフェール政策を再検討し
なかった。海運業が直面する問題を無視したこと、とりわけ不定期船業の衰退を見抜き、そ
れを食い止められなかったことについては、若干の理由が存在する。この政策は、 1950年代
にイギリスの政・官界で広くいきわたっていたイギリス経済および世界市場におけるその競
争力に対する自己満足を反映していた。同政策は、 1960年まで定期船部門が支配的な郭門で
あり、またタンカー部門が急成長していたため、海運業にはなんらの国家の援助も必要では
ないという印象を生みだしていたことにもよる。それに加えて、船主、とりわけ不定期船主
はもはや業界を代表する議員を国会に送り込んでおらず、その結果、この産業に特有の要求
を押し出す機会がますます少なくなっていった。しかし、政府が無視した最大の原因は、海
運業問題の責任が1940年以前には商務省にあったが、それを離れて新設の交通省に移管され
たことであった。今や海運業は、世界経済におけるイギリス産業の地位に関心をもつ部局よ
りむしろイギリス国内の交通の必要性に主として関心を持つ部局の下に置かれることになっ
た。以上のように、 1960年以前の海運政策について新思考が欠落した理由を説明できる。
1965年になってようやく誤りが訂正され、責任の所在が再び商務省に戻された。わずか2年
後にロッチデール委員会が設置され、 1909年における海運同盟に関する王立委員会以降はじ
めて、イギリス海運業についての詳細で徹底的な調査が実施されたことは決して偶然ではな
かった。
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5. むすび
イギリス海運業全般とは異なり、 ドライカーゴを輸送する不定期船業部門は1910年から60
年にかけて、相対的にも絶対的にも衰退した。 1910年には不定期船業部門はイギリスの遠洋
船トン数全体の約60%を占めていたが、 1960年には30%未満に減少した。 (1967年には24%
に減少した。）この衰退は1930年代にはじまり、その後30年間にわたりほとんど中断なく進
行し、その結果、イギリス国際収支のマイナス要因となった。不定期船業部門の構造がこう
した衰退の一因であったかも知れない。すなわち、家族所有の小規模企業が数多く存在する
産業構造が常態であったために、それらの企業は合併を行い、ビジネス・ネットワークを構
築するよりもむしろお互いに激しく競争しあう傾向があり、それゆえ、産業を襲った大きな
ショックをうまく乗り切るには貧弱すぎたのである。衰退の最も重大な要因は世界経済の変
質であった。また、世界経済の中で営業する海運企業のビジネス機会も変化してしまった。
海運サービスにとって帝国市場が大きな構成要素をなしていた開放的な体制からイギリス船
にほとんど利益をもたらさないような相対的に閉鎖的な体制へ変化したのである。国家は、
こうした広範な国際的動向に対してほとんど統制力を発揮できず、長期にわたってイギリス
不定期船業をその影響から守ることなどでぎなかった。それにもかかわらず、政府の海運政
策は、次の4点において不定期船業の困難を助長する原因になったと言えよう。
(1)国家は1930年頃に、帝国政策の一部門として海運政策をとらえる視点を放棄したこ
と。そのために両政策の隔たりが大きくなり、長期的に見ればイギリス海運業がコモ
ンウエルス市場でも優越性を失うことになった。
(2)国家は1930年代後期に自らがかかわった思考を一貫して維持できなかったこと。すな
わち、不定期船業者間の協力協定を調整するとともに促進し、それによって定期船会
社の海運同盟に類似した組織を作り上げることができなかったことである。
(3)海運会社に対する国家の不寛容。戦時の損失に対する補償制度の基本を経常的な船舶
取替え費用よりも最初に建造した過去の費用に置いたために、不定期船主に途方もな
いコストを強いることとなり、とくに打撃が大きくなった。
(4) 1945年から65年にかけて国家が行なった海運政策と行政にかかわった政府部門の不適
切な戦掌分割。これは、よほど困難を迎えていた時には益することはあっても、不定
期船業にとってまったく利益をもたらさなかった。
結局、国家の存亡が他の何よりも重大な関心事であり、結果的に海運業の効率性の大幅な
低下を引き起こした第二次世界大戦中は別として、イギリス政府は不定期船業に何を期待す
るか、また何ゆえそれを期待するのかについて、ほとんど明白な考えを持っていなかったよ
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